
令和５年度愛知県社会福祉施設物価高騰対策支援金（12月補正予算分）交付要綱 

 

（目的） 

第１条 光熱費、食材費及び燃料費の高騰の影響を受けながらもサービスの安定的な提供

を継続している社会福祉施設等（別表１から３に掲げる施設等）を支援するため、「令和

５年度愛知県社会福祉施設物価高騰対策支援金（12 月補正予算分）（以下「支援金」とい

う。）」を、予算の範囲内において交付するものとし、その交付に関しては、愛知県補助

金等交付規則（昭和 55 年規則第８号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところに

よる。 

 

（交付の対象） 

第２条 次に掲げる各号のいずれにも該当する場合、支援金の交付を受けることができる。 

（１） 光熱費に関する支援金にあっては別表１、食材費に関する支援金にあっては別表２、

燃料費に関する支援金にあっては別表３に掲げる愛知県内に所在する施設又は事業

所（国、都道府県又は市町村が運営する施設又は事業所を除く。）（以下「施設等」と

いう。）を運営する法人の理事長等代表者（以下「事業者等」という。）であること。 

（２） 令和６年１月１日時点において、利用者に対し入所又は通所に係る福祉サービスを

現に提供していること。若しくは、事業者等が燃料費を負担する車両を使用した利用

者の輸送・送迎、社会福祉施設職員等による利用者の居宅への訪問又は利用者の医療

機関への通院を含むサービスの提供を実施していること。 

 

（支援金の交付額及び交付に係る要件） 

第３条 支援金の交付額及び交付に係る要件は別表１から３のとおりとする。 

 

（交付の申請） 

第４条 支援金の交付を受けようとする事業者等は、令和５年度愛知県社会福祉施設物価

高騰対策支援金（12 月補正予算分）交付申請書（実績報告書兼請求書）（様式第１。以下

「申請書」という。）を、別表中「１ 交付の対象」に掲げる区分ごとに知事が別に定め

る日までに県へ提出するものとする。 

 

（交付の決定等） 

第５条 知事は、申請書を受理した場合は、その内容を審査し、必要に応じて現地を調査

した上で、支援金を交付すべきものと認めたときは、交付の決定をする。 

２ 交付の決定通知は支援金を交付すべきものと認めた事業者等が指定する金融機関口座

への入金をもって行うものとし、この場合、申請書を事業者等からの請求書とみなす。 

３ 第１項の審査及び必要に応じた現地調査の結果、支援金を交付すべきでないと認めら

れたときは、令和５年度愛知県社会福祉施設物価高騰対策支援金（12 月補正予算分）不

交付決定通知書（様式第２）により支援金の交付の申請を行った事業者等に通知するも

のとする。 

 

（決定の取消し等） 

第６条 知事は、支援金の交付をした場合において、事業者等が次に掲げる各号のいずれ



かに該当するときには、支援金の返還を命ずることができる。 

（１）申請の取下げがあった場合 

（２）本要綱に違反した場合 

（３）虚偽又は不正の手段をもって支援金の交付を受けた場合 

（４）重大な法令違反又は公序良俗に反する行為等により、支援金を交付することが適当 

でないと認められた場合 

 

（実績報告） 

第７条 愛知県補助金等交付規則第 13 条に定める実績報告は、第４条に定める申請書をも

って代えるものとする。 

 

（調査） 

第８条 知事は、支援金の交付に関し、必要な調査を行うことができる。 

２ 支援金の交付を受けようとする又は交付を受けた事業者等は前項の調査に協力しなけ

ればならない。 

 

（雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、支援金の交付に関し必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年１月１日から施行する。 

 

別表１ 光熱費に関する交付の対象及び交付額 

１ 交付の対象 

事業者等自ら施設等の光熱費を負担し、利用者の入所又は通所

に係る福祉サービスを提供する以下の施設等。 

＜介護区分＞ 

介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健

施設、介護医療院、介護療養型医療施設、特定施設入居者生活介

護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活

介護、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、小規模多機能型居宅介

護、看護小規模多機能型居宅介護、短期入所生活介護（空床型を

除く）、通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、

通所リハビリテーション 

※各介護予防サービスを含むとともに、「通所介護」には介護予防・

日常生活支援総合事業における「通所型サービス」の指定を受け

たものを含む。 

※介護保険法第 71 条第１項（同法第 115 条の 11 で準用する場合

を含む。）により指定があったものとみなされる施設等は含まな

い。 

＜障害福祉区分＞ 

療養介護、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、

就労移行支援、就労継続支援 A 型、就労継続支援 B 型、児童発達

支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、短期入所（空



床型を除く）、障害者支援施設、共同生活援助（介護サービス包括

型）、共同生活援助（日中サービス支援型）、共同生活援助（外部サ

ービス利用型）、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設 

＜地域福祉区分＞ 

救護施設、更生施設、授産施設、宿所提供施設、婦人保護施設 

＜児童福祉区分＞ 

児童養護施設、乳児院、児童心理治療施設、母子生活支援施設、児

童自立生活援助事業、小規模住居型児童養育事業 

 

２ 支援金の交付額 

（1）「１ 交付の対象」中、 

＜介護区分＞に掲げる施設等のうち、 

介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健

施設、介護医療院、介護療養型医療施設、特定施設入居者生活介

護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活

介護、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、小規模多機能型居宅介

護、看護小規模多機能型居宅介護、短期入所生活介護（空床型を

除く） 

＜障害福祉区分＞に掲げる施設等のうち、 

共同生活援助（介護サービス包括型、日中サービス支援型、外部

サービス利用型）、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施

設、短期入所（空床型を除く）、障害者支援施設、自立訓練（生

活訓練）のうち宿泊型自立訓練 

＜地域福祉区分＞に掲げる施設等のうち、 

救護施設、更生施設、宿所提供施設、婦人保護施設 

＜児童福祉区分＞に掲げる施設等のうち、 

児童養護施設、乳児院、児童心理治療施設、母子生活支援施設、

児童自立生活援助事業、小規模住居型児童養育事業 

 

施設等１定員当たり 3,000 円 

※小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護の

定員は、「宿泊サービス」の定員とする。 

 

（2）上記以外の「１ 交付の対象」に掲げる施設等 

 

施設等１定員当たり 1,000 円 

 

 

 

 

 

 

 



別表２ 食材費に関する交付の対象及び交付額 

１ 交付の対象 

事業者等が利用者へ提供する食事にかかる食材費を負担し、利

用者の入所又は通所に係る福祉サービスを提供する以下の施設

等。 

＜介護区分＞ 

介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健

施設、介護医療院、介護療養型医療施設、特定施設入居者生活介

護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活

介護、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、小規模多機能型居宅介

護、看護小規模多機能型居宅介護、短期入所生活介護（空床型を

除く）、通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、

通所リハビリテーション 

※各介護予防サービスを含むとともに、「通所介護」には介護予防・

日常生活支援総合事業における「通所型サービス」の指定を受け

たものを含む。 

＜障害福祉区分＞ 

療養介護、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、

就労移行支援、就労継続支援 A 型、就労継続支援 B 型、児童発達

支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、短期入所（空

床型を除く）、障害者支援施設、共同生活援助（介護サービス包括

型、日中サービス支援型、外部サービス利用型）、福祉型障害児入

所施設、医療型障害児入所施設 

 

２ 支援金の交付額 

（1）「１ 交付の対象」中、 

＜介護区分＞に掲げる施設等のうち、 

介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健

施設、介護医療院、介護療養型医療施設、特定施設入居者生活介

護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活

介護、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、小規模多機能型居宅介

護、看護小規模多機能型居宅介護、短期入所生活介護（空床型を

除く） 

＜障害福祉区分＞に掲げる施設等のうち、 

共同生活援助（介護サービス包括型、日中サービス支援型、外部

サービス利用型）、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施

設、短期入所（空床型を除く）、障害者支援施設、自立訓練（生

活訓練）のうち宿泊型自立訓練 

 

施設等１定員当たり 9,000 円 

※小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護の

定員は、「宿泊サービス」の定員とする。 

（2）上記以外の「１ 交付の対象」に掲げる施設等 

 

施設等１定員当たり 3,000 円 



別表３ 燃料費に関する交付の対象、交付額及び交付に係る要件 

１ 交付の対象 

 事業者等が燃料費を負担する車両を使用した利用者の輸送・送

迎、社会福祉施設職員等による利用者の居宅への訪問又は利用者

の医療機関への通院を含むサービスを提供する以下の施設等。 

＜介護区分＞ 

訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問

介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅介

護支援、居宅療養管理指導、通所介護、地域密着型通所介護、認知

症対応型通所介護、通所リハビリテーション、小規模多機能型居

宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、短期入所生活介護、介護

老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、

介護医療院、介護療養型医療施設、特定施設入所者生活介護、地

域密着型特定施設入所者生活介護、認知症対応型共同生活介護、

養護老人ホーム、軽費老人ホーム 

※各介護予防サービスを含むとともに、「訪問介護」には介護予防・

日常生活支援総合事業における「訪問型サービス」を、「居宅介護

支援」には同「介護予防ケアマネジメント」を、「通所介護」には

同「通所型サービス」の指定を受けたものを含む。 

＜障害福祉区分＞ 

療養介護、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、

就労移行支援、就労継続支援 A 型、就労継続支援 B 型、就労定着

支援、自立生活援助、児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後

等デイサービス、短期入所、施設入所支援、共同生活援助（介護サ

ービス包括型）、共同生活援助（日中サービス支援型）、共同生活

援助（外部サービス利用型）、福祉型障害児入所施設、医療型障害

児入所施設、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援、障害児

相談支援、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、居宅訪

問型児童発達支援、保育所等訪問支援 

＜地域福祉区分＞ 

救護施設、更生施設、授産施設、宿所提供施設、婦人保護施設 

＜児童福祉区分＞ 

児童養護施設、乳児院、児童心理治療施設、母子生活支援施設、児

童自立生活援助事業、小規模住居型児童養育事業 

 

２ 支援金の交付額 

（1）「１ 交付の対象」中、 

＜介護区分＞に掲げる事業所又は施設のうち、 

通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、通所リ

ハビリテーション、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能

型居宅介護 

＜障害福祉区分＞に掲げる事業所又は施設のうち、 

療養介護、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓

練）、就労移行支援、就労継続支援 A 型、就労継続支援 B 型、児



童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス 

＜地域福祉区分＞に掲げる事業所又は施設のうち、 

授産施設 

 

車両１台当たり 18,000 円 

（2）上記以外の「１ 交付の対象」に掲げる事業所又は施設 

 

車両１台当たり 11,000 円 

 

３ 交付の要件 

「１ 交付の対象」中、 

＜介護区分＞のうち、 

訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問

介護、訪問看護、居宅介護支援 

＜障害福祉区分＞のうち、 

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、就労定着支援、自

立生活援助、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、計画

相談支援、地域移行支援、地域定着支援、障害児相談支援 

に係る１事業所当たりの申請可能な車両の台数は、当該事業所に

おいて勤務した直接処遇職員の令和５年 12 月分（12 月１日から

12 月 31 日まで）の勤務実績の常勤換算後の人数（小数点以下の端

数がある場合は第一位を切り上げ）までとする。 

 



　愛知県知事　殿

○全種別共通

○食材費
令和6年1月１日時点において、事業者等が利用者へ提供する食事にかかる食材費を負担していること。

○燃料費

合　　　計

円

□　光熱費　 □　食材費　 □　燃料費　

円 円 円

【申請する種別】

申請に係る施設・
事業所数※

  ※口座名義（カナ）：通帳の見開き等に記載されているカタカナの名義をスペースを含め正確に、（通帳に記載されている名義に
            小文字が使われている場合、大文字にしてください）全て半角にして記載してください。（通帳の表面にある
            漢字の名義ではありませんので、十分注意してください。）

※ゆうちょ銀行は3桁の番号に変換して記載すること。

金融機関名

店　名

預金種類 １．普通　２．当座　（数字を記入してください。）

支店番号

本支援金における障害福祉区分等の他の区分において、同一の施設・事業所に係る申請を行わないこと。

この支援金における収入及び支出等に係る証拠書類を５年間適切に整備保管すること。

法人あて支援金の振込先として指定できる口座の情報を入力してください。

振
込
先
情
報

金融機関コード

口座番号 ※ゆうちょ銀行は7桁の番号に変換して記載すること。

口座名義（ｶﾅ）※

申請する車両は、事業所等が燃料費を負担し、利用者の輸送・送迎、介護職員等による利用者の居宅への訪問又は利用者の医療機関への通
院を含む介護サービスの提供に使用するものであること。

本支援金における他の区分及び愛知県医療機関等物価高騰対策支援金において、同一車両の申請を行っていないこと。

担　当　者

氏　名

電話番号

メールアドレス
（ない場合は
FAX番号）

代表者職名 氏　名

様式第1区分介護

法人等所在地

　標記について、以下のとおり申請します。

　なお、振込は下記振込先情報に記載の口座までお願いいたします。

申　請　者
（法　人　名）

令和５年度愛知県社会福祉施設物価高騰対策支援金（12月補正予算分）
交付申請書（実績報告書兼請求書）

令和 年 月 日

※事業所ごとの申請情報を光熱費に関しては<別紙１＞、食材費に関しては＜別紙２>、燃料費に関しては＜別紙３＞の「申請事業所一覧表」に記載してくだ
さい。

【申立事項】（下記のとおり相違ないことを確認の上、チェックボックスをチェックしてください。該当する申請種別につい
て、全ての項目がチェックされないと交付申請できません。）

令和6年1月１日時点において、申請する施設・事業所は交付要綱第２条に掲げる業務を実施しており、かつ本年度（令和5年度）中における
業務の継続を予定していること。

サービス種別・定員数（車両台数）・申請金額等の申請内容に相違ないこと。

人 人 台
申請に係る定員
又は車両台数※

交付申請額
（請求額）



＜別紙１＞申請事業所一覧表（光熱費）
 申請する施設・事業所の「事業所番号」、「事業所名」、「事業所の所在地」、「サービス種別」、「１定員あたり交付額」、「申請定員数」、「申請
額」を選択又は記載してください。（必ず表の上から詰めて記載してください。）

通番 事業所番号 事業所名 事業所の所在地 サービス種別
１定員あたり
交付額(a)

（単位：円）

申請
定員数(b)

1

3

2

5

4

7

6

9

8

11

10

13

12

15

14

17

16

申請額
(a)×(b)

（単位：円）



＜別紙２＞申請事業所一覧表（食材費）
 申請する施設・事業所の「事業所番号」、「事業所名」、「事業所の所在地」、「サービス種別」、「１定員あたり交付額」、「申請定員数」、「申請
額」を選択又は記載してください。（必ず表の上から詰めて記載してください。）

通番 事業所番号 事業所名 事業所の所在地 サービス種別
１定員あたり
交付額(a)

（単位：円）

申請
定員数(b)

申請額
(a)×(b)

（単位：円）

2

1

4

3

6

5

8

7

10

9

12

11

14

13

16

15

17



＜別紙３＞申請事業所一覧表（燃料費）
 申請する施設・事業所の「事業所番号」、「事業所名」、「事業所の所在地」、「サービス種別」、「常勤換算数」（訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜
間対応型訪問介護、訪問看護、居宅介護支援のみ）、「申請台数」を選択又は記載してください。（必ず表の上から詰めて記載してください。）

通番 事業所番号 事業所名 事業所の所在地 サービス種別
１台あたり
交付額(a)

（単位：円）

申請
台数
(b)

申請額
(a)×(b)

（単位：円）

常勤
換算数

申請可
能台数

2

1

4

3

6

5

8

7

10

9

12

11

14

13

16

15

17

18

20

19



↓車両のナンバー等を記載してください。ナンバーは右詰めで記載してください。

− −
− −
− −
− −
− −
− −
− −

− −
− −
− −
− −
− −
− −
− −

− −
− −
− −
− −
− −
− −
− −

− −
− −
− −
− −
− −
− −
− −

− −
− −
− −
− −
− −
− −
− −

事業所番号 - 地名 分類番号 ひらがな
0 う

主たるサービス種別 -
1 2 3

-

＜別紙３－１＞事業所別該当車両一覧表（1枚目）

法人名 申請事業所数 0施設・事業所 申請台数 0台 申請額 0円

一連指定番号 地名 分類番号 ひらがな 一連指定番号
事業所名 - 例）名古屋 5 0

1
基準額

申請可能台数 サービスの提供に使用の範囲内
常勤換算数 サービスの提供に使用の範囲内

申請台数 0台

3事業所名 - 例）名古屋 5 0 0
ひらがな 一連指定番号 地名 分類番号 ひらがな 一連指定番号事業所番号 - 地名 分類番号

申請額

主たるサービス種別 -
う 1 2

常勤換算数 サービスの提供に使用の範囲内
基準額 -

申請可能台数 サービスの提供に使用の範囲内
申請台数 0台

3

事業所番号 - 地名 分類番号 ひらがな 一連指定番号 地名
申請額

2

1 2 3
分類番号 ひらがな 一連指定番号

事業所名 - 例）名古屋 5 0 0 う
主たるサービス種別 -

常勤換算数 サービスの提供に使用の範囲内
基準額 -

申請台数 0台
申請可能台数 サービスの提供に使用の範囲内

申請額
ひらがな 一連指定番号

事業所名 - 例）名古屋 5 0 0 う

4

事業所番号 - 地名 分類番号 ひらがな 一連指定番号 地名 分類番号

主たるサービス種別 -
1 2 3

基準額 -

申請可能台数 サービスの提供に使用の範囲内
常勤換算数 サービスの提供に使用の範囲内

申請台数 0台
申請額

一連指定番号 地名 分類番号 ひらがな 一連指定番号
事業所名 - 例）名古屋 5 0

5

事業所番号 - 地名 分類番号 ひらがな
0 う

主たるサービス種別 -
1 2 3

基準額 -

申請可能台数 サービスの提供に使用の範囲内
常勤換算数 サービスの提供に使用の範囲内

0台
申請額
申請台数



↓自動車のナンバー等を記載してください。ナンバーは右詰めで記載してください。

− −
− −
− −
− −
− −
− −
− −

− −
− −
− −
− −
− −
− −
− −

− −
− −
− −
− −
− −
− −
− −

− −
− −
− −
− −
− −
− −
− −

− −
− −
− −
− −
− −
− −
− −

＜別紙３－１＞事業所別該当車両一覧表（２枚目）

6

事業所番号 - 地名 分類番号 ひらがな 一連指定番号 地名

法人名 申請事業所数 0施設・事業所 申請台数 0台

1 2 3
分類番号 ひらがな 一連指定番号

事業所名 - 例）名古屋 5 0 0

申請額 0円

基準額 -
主たるサービス種別 -

常勤換算数 サービスの提供に使用の範囲内

う

申請台数 0台
申請可能台数 サービスの提供に使用の範囲内

申請額
ひらがな 一連指定番号

事業所名 - 例）名古屋 5 0 0 う

7

事業所番号 - 地名 分類番号 ひらがな 一連指定番号 地名 分類番号

主たるサービス種別 -
1 2 3

基準額 -

申請可能台数 サービスの提供に使用の範囲内
常勤換算数 サービスの提供に使用の範囲内

申請台数 0台
申請額

一連指定番号 地名 分類番号 ひらがな 一連指定番号
事業所名 - 例）名古屋 5 0

8

事業所番号 - 地名 分類番号 ひらがな
0 う

主たるサービス種別 -
1 2 3

基準額 -
常勤換算数 サービスの提供に使用の範囲内
申請可能台数 サービスの提供に使用の範囲内

申請額
申請台数 0台

ひらがな 一連指定番号 地名 分類番号 ひらがな 一連指定番号

9

事業所番号 - 地名 分類番号

主たるサービス種別 -
う 1 2 3事業所名 - 例）名古屋 5 0 0

基準額 -
常勤換算数 サービスの提供に使用の範囲内

申請台数 0台
申請可能台数 サービスの提供に使用の範囲内

申請額

1 2 3
分類番号 ひらがな 一連指定番号

事業所名 - 例）名古屋 5 0 0 う
事業所番号 - 地名 分類番号 ひらがな 一連指定番号 地名

基準額 -
主たるサービス種別 -

常勤換算数 サービスの提供に使用の範囲内

申請台数 0台
申請可能台数 サービスの提供に使用の範囲内

10

申請額



 

 

様式第２ 

 

 

文 書 番 号 

令和 年 月  日 

 
               様 

 

愛知県知事 

 

令和５年度愛知県社会福祉施設物価高騰対策支援金（12 月補正予算分） 

不交付決定通知書 

 

 令和 年 月 日付けで申請のありました表記支援金につきましては、審査の結果、

下記の理由により不交付と決定しましたので、通知します。 

記 

不交付の理由 


